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• 財務部長の中西です。 

 

• まず私から、10月30日に発表した2016年３月期第２四半期決算と通期見通
しについて、簡単にご説明する。 
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• まず３ページをご覧いただきたい。上期の実績および通期見通しの概要をお示しし
ている。 

 

• 上期の特徴としては、運輸収入が第１四半期に続いて第２四半期も好調を維持できたこ
とに加え、非鉄道事業も総じて好調であったことから、連結、単体ともに増収、増益と
なった。 

 

• また、上期の実績を踏まえ、連結、単体ともに通期業績予想を上方修正した。 

 

• 上方修正については、上期までの好調さが、第３四半期まで継続するという前提の
もとに予想を修正している。 
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• 次に単体の決算について４ページをご覧いただきたい。 

 

• 上期は、営業費用が北陸新幹線開業に伴う物件費、線路使用料や減価償却
費の増などにより+167億円増加したものの、運輸収入が北陸新幹線開業も
あり、大幅な増収となったことから、営業利益は対前年+212億円増加の
904億円となった。 

 

• また、災害復旧費の減少などから、特別損益が+34億円改善した。 
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• 次に５ページで、運輸収入の主な増減要因についてご説明する。 

 

• 上期の運輸収入は、新幹線、近畿圏ともに、特殊要因を含めて好調であったが、基
礎トレンドも非常に強く、対前年+328億円増の4,277億円となった。 

 

• 新幹線は、山陽新幹線が+118億円、北陸新幹線が+240億円で合計が+359億円の増収
となった。シルバーウィークがあったことに加え、ゴールデンウィーク、お盆期間
のご利用増があり、対前年119.5％となった。 

 

• 近畿圏は、沿線への大学誘致あるいは移転や、沿線の商業施設の開業効果等があり、
+38億円の増収となった。 

 

• その他在来線は、並行在来線分離に伴う減収が▲87億円あったため、▲70億円の減
収であった。 

 

• 全体としては、ゴールデンウィーク、お盆やシルバーウィークを中心とした多客期
のご利用が好調であったほか、特に山陽新幹線の基礎トレンドが104％と非常に好
調であり、当社施策であるインバウンドやアクティブシニアの需要獲得の取り組み
が奏功したと考えている。 

 

• 北陸新幹線は、販売促進強化を続けており、開業効果を継続させるための取り組み
を進めているところである。 
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• ６ページは、運輸収入と旅客輸送量の実績であり、説明は省略させていた
だく。 
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• 単体の営業費用について、７ページをご覧いただきたい。 

 

• 主に北陸新幹線開業に伴い、線路使用料が+42億円増加、減価償却費が+19
億円増加、業務費の会社間清算が+34億円増加している。なお、会社間清
算については、その他収入も増加したため、収支には概ねニュートラルで
ある。 

 

• また先ほど申し上げた北陸新幹線の好調を継続するための広告宣伝・マー
ケティング費用を追加で支出しており、修繕費については、構造物対策経
費等少し前倒しさせていただいた部分もあり、加えて撤去工事が増えたこ
ともあり、増加している。 

 

• これらの結果、営業費用は対前年+167億円増加の3,882億円となった。 
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• 次に連結決算について８ページをご覧いただきたい。 

 

• 営業収益は、単体の運輸収入が好調だったことに加え、好調な鉄道のご利
用を背景にグループ会社の収入も総じて好調であったことから、対前年
+578億円増加の7,094億円となった。 

 

• 営業費用については、グループ会社の売上増に伴う費用増もあり、+294億
円増加の5,988億円となり、営業利益は対前年+283億円増加の1,105億円と
なった。 
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• 次に９ページでセグメント別の実績をご説明する。 

 

• 運輸業は、+368億円の増収であり、鉄道の運輸収入増によるものである。 

 

• 流通業は、+29億円の増収。その内訳は、物販飲食業が+62億円、百貨店業が▲30
億円。物販飲食業は、セブン-イレブンとの提携店舗への転換の効果や、北陸新
幹線開業に伴い北陸地区の駅ナカ店舗が好調であったこと等により増収となった
。一方で百貨店業は、大阪店の売場面積を縮小したことにより減収となった。営
業利益については、流通業で+11億円の増益となった。 

 

• 不動産業は、+104億円の増収。ショッピングセンター業は、LUCUA1100開業効果や北
陸地区のショッピングセンターが北陸新幹線の開業により好調であった。また不動産
賃貸・販売業のうち、分譲事業については、マンション分譲が好調に推移したことか
ら、+66億円の増収となった。営業利益については、不動産業で+36億円の増益となっ
た。 

 

• その他事業では、ホテル業が旺盛なインバウンド需要等を背景に堅調に推移した。一
方で、旅行業は国内旅行需要やインバウンド需要は取り込んでいるが、円安等の影響
で海外旅行が不調であったため▲７億円の減収となった。その他には、工事業におい
て新規受注があったことから、その他業全体では対前年+76億円の増収、+27億円の増
益となった。 
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• 10ページには、連結財政状況とキャッシュフロー計算書をお示ししている。 

 

• 資産・負債については、未払金や未収金等、期首と中間期末との差額が出ている。 

 

• キャッシュフローについては、営業キャッシュフローが大きく上振れしている。 
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• 次に12ページをご覧いただきたい。単体の業績予想についてご説明させて
いただく。 

 

• 単体の業績予想については、上期実績や今後の景気動向を踏まえ、営業収
益を対前回+115億円増加の9,490億円、営業費用は対前回+60億円増加の
8,140億円、営業利益は対前回+55億円増加の1,350億円とした。 
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• 次に13ページをご覧いただきたい。 

 

• 通期の運輸収入見通しは、対前年で+499億円、対前回では+110億円上方修正
し、8,470億円とした。 

 

• 修正の考え方であるが、運輸収入は当社の施策効果が、円安、株高といった
外部要因を追い風にしている面があり、第３四半期までは上期の好調さが持
続するとみている一方で、第４四半期は、米国の利上げや中国経済の減速の
影響など、不透明な経済情勢が大きく動く可能性も否定できないため、期首
予想のままとしている。 

 

• もちろん、こうした不透明な環境にあっても、後ほど下期の取り組みでご説
明するように、山陽新幹線や北陸新幹線の効果継続のための取り組みはしっ
かりと続けていく。 
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• 次に14ページで、単体の営業費用の見通しについてご説明する。 

 

• 動力費は、円安・原油安を踏まえて▲５億円減少、修繕費は、安全安定輸
送の基盤強化につながる新幹線高架の構造物修繕などを前倒しも含めて施
策的に実施することにより+対前回40億円、業務費は、運輸収入の好調を
持続するための広告宣伝費の増等により+25億円の増加、全体では+60億円
の増加で8,140億円を計画している。 

 

• なお、業務費の増加額のうち、+５億円は会社間清算の増加であり、その
他収入も同額増加する見通しとしていることから、収支には概ねニュート
ラルである。 
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• 次に15ページで、連結業績予想についてご説明する。 

 

• 営業収益は対前回+255億円増加の1兆4,370億円、単体で対前回+115億円増
加であり、グループ会社では+140億円の増収となる見通し。 

 

• 営業費用は対前回+160億円増加の1兆2,655億円、営業利益は対前回+95億
円増加の1,715億円とした。 

 

• 次の16ページで、セグメント別の内訳、上方修正幅についてお示ししてい
る。 
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• 次に16ページをご覧いただきたい。上方修正したセグメント別の通期見通しをご
説明する。 

 

• 修正の考え方については、運輸業と相関性の高い流通業、ショッピングセンター、ホ
テルは運輸収入と同様に第３四半期までは上期のトレンドが持続する一方、第４四半
期は期首予想のままとしている。 

 

• 分譲、工事業、旅行業はそれぞれ販売状況や受注状況を踏まえて修正した。 

 

• 流通業については、営業収益は対前回+20億円増加の2,310億円、営業利益は+５
億円増加の51億円とした。 

 

• 不動産業については、営業収益は対前回+40億円増加の1,066億円、営業利益は
+15億円増加の318億円とした。 

 

• その他事業については、先ほど申し上げたように、工事業で受注が好調であった
ことなどから、営業収益は+80億円増加の1,743億円、営業利益は+20億円増加の
160億円とした。 
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• 17ページは、諸元表である。 

 

• 株主還元について、中期経営計画で掲げた各施策が好調にスタートし、通
期見通しを上方修正するなど、順調に進捗していることから、１株当たり
配当金を更に５円増額し通期で135円とさせていただいている点が、今回
の決算の諸元表の特徴の一つである。 

 

• 簡単ではあるが、私からの説明は以上とさせていただく。 
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• 副社長の来島です。私からは、上期の実績を踏まえた今後の取り組みについ
て、中期経営計画アップデートで掲げた３つのトピックスと、新幹線、近畿
圏、事業創造の各事業戦略に沿って、ご説明させていただく。 
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• まず、３つのトピックスについてご説明させていただく。 

 

• 20ページをご覧いただきたい。北陸新幹線については、開業効果が継続しており、フリ
ークエンシー向上、移動時間短縮などによる競争力向上、開業効果の持続を目的とした
積極的なプロモーションを行ってきた。その結果、パイ、シェアともに増加した。 

 

• この結果、上期の上越妙高～糸魚川の断面輸送量は、対前年308％となった。ご
利用者数も第２四半期が第１四半期を上回る結果であった。 

 

• また、新規開業やリニューアルした商業施設も好調に推移しており、開業時の盛
り上がりといった追い風に加え、当社の積極的なプロモーションも奏功し、開業
効果を最大化することに成功していると考えている。 
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• 21ページには、この開業効果を持続させるための今後の取り組みの一部をお示し
している。 

 

• まず、北陸～首都圏の航空機との競争力向上のため、ネット予約の利用促進など
によりビジネス需要の獲得を図る。 

 

• 加えて、10月からスタートした北陸ＤＣを契機に、観光列車「花嫁のれん」と「
べるもんた」の運行を開始するとともに、２次アクセスとして３つの観光周遊バ
スを継続設定している。これらにより、三大都市圏からの観光需要の拡大と定着
化に取り組む。 
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• LUCUA osakaについて、22ページをご覧いただきたい。 

 

• ４月にLUCUA1100がグランドオープンした。その後、メインテナントの一部であ
るウルフギャング・ステーキハウスや蔦屋書店を順次オープンした。また、その
後も新規テナント誘致等にも取り組んでいる。 

 

• その結果、上期実績は、テナント売上高が対前年で約３割増、入館者数は対前年
で４割増という実績であった。LUCUA1100と既存のLUCUAを一体的に運営している
効果が出ており、実績は計画線上で推移していると考えている。 

 

• ただ、梅田地区は周辺施設との競争が避けて通れないことから、今年度目標を簡単にク
リアできるとは考えていない。今後もフロア毎、店舗毎の状況を見ながら、継続的にチ
ューニングを行い、目標達成に向け、取り組んでまいりたい。 
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• ３つ目の訪日観光客需要の獲得について、23ページをご覧いただきたい。 

 

• 円安やビザ発給要件緩和により、訪日外国人数は急速な増加傾向にある。 

 

• このような需要を獲得するため、上期は、西日本エリアへの誘客を目的として、北陸・
中国方面の専用商品を充実させるとともに、７月に開設したシンガポール事務所などを
通じて現地旅行博への出展や現地ＡＧＴへのセールス強化を実施した。 

 

• これらの結果、当社のインバウンド専用商品のご利用者数は、訪日外国人数や関空入国
者数の伸び率を上回り、対前年７割増と目標ペースを大幅に上回って推移している。上
期実績でご利用者数45万人、連結営業収益は対2012年度で57億円増と2017年度目標に向
かって早いペースで推移していると考えている。ただ、関空ご利用者数に対する当社の
ご利用者数は決して高い水準ではなく、更なる需要を喚起するという観点で努力が必要
だと考えている。 

 

• なお、インバウンド専用商品を実績としてカウントしているが、それ以外の訪日観光客
による通常の切符も含むご利用状況を把握するために、新幹線と在来線特急列車への乗
り込み調査と関西空港駅での聞き取り調査を実施した。我々の試算として、運輸収入の
定期外収入に占めるインバウンド収入の割合は、山陽新幹線・在来線とも１～２％の間
ではないかというラフな調査結果のイメージを持ち合わせている。 
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• 24ページにあるように、下期は、引き続き、訪日観光のお客様に西日本エリアへ
足を運んでいただく取り組みと近畿エリアでのホテルや商業施設など、当社グル
ープのご利用拡大に向けた取り組みの２つに注力していく。 
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• 続いて、各事業戦略であるが、まず、新幹線について26ページをご覧いただきた
い。 

 

• 上期は、好調な北陸新幹線に加え、山陽新幹線も良好な経済情勢を背景に、ネッ
ト予約の利用拡大など競争力向上に努めたほか、シニア層やインバウンド需要の
取り込みなどに努めた結果、新幹線の運輸収入は対前年119.5％となった。 

 

• 今後の景気動向はまだまだ不透明であるが、新幹線は言うまでもなく当社の成長
の柱であり、引き続き競争力向上に努めるとともに、観光需要の喚起により、通
期の計画である4,346億円を目指していく。 
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• 27ページには、競争力向上と観光需要喚起に向けた主な取り組みをお示ししている。 

 

• 競争力向上については、安全性・快適性・利便性向上、Webによるマーケティング強化、駅・駅
ナカの利便性向上・魅力向上を３つの柱として取り組みを進めていく。 

 

• 観光需要については、特にシニア向け会員組織「おとなび」の会員拡大に向け、専用旅行
商品の充実を図り、会員組織の更なる活用・活性化を図っていく。 

 

• また、山陽新幹線全線開業40周年や、地域と連携したその土地ならではの観光素材の発掘
や旅行商品の設定により、需要をさらに高めてまいりたい。 
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• 次に、近畿圏について、28ページをご覧いただきたい。 

 

• 上期は、堅調な景気に加え、姫路城の公開再開やLUCUA1100のオープンなどでお
出かけ需要が好調だったことに加え、インバウンド需要も取り込めたと考えてい
る。 
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• 29ページにあるように、下期も、新駅の設置、駅改良や駅ナカ開発、大阪環状線
改造プロジェクトの推進により、これまで掲げてきた線区価値向上に努め、さら
なるご利用の促進を図っていく。 
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• 次の30ページからは事業創造、特に流通業と不動産業についてお示ししている。 

 

• 冒頭に申し上げたとおり、上期は、好調な鉄道のご利用を背景に、特にリニュー
アルした商業施設が好調であったことに加え、セブン-イレブンへの転換店舗も
好調に推移、また、不動産分譲も好調であった。これを受け、両セグメントの業
績予想を上方修正したところである。 
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• 31ページにあるように、下期は、上方修正した目標達成に向け、既存事業の収益力向上
と当社グループが市場競争力を持つ事業の市中への展開の２つに取り組んでいく。 

 

• セブン-イレブンとの提携については、９月末時点で110店舗の転換が完了し、転換店舗の売
上は転換前と比較して５割以上増加している。 

 

• 商業施設のリニューアルについては、３月に部分開業し、多くのお客様にご利用いただ
いているエキマルシェ新大阪が12月にグランドオープンする。また、大阪駅構内にドン
・キホーテ初の駅ナカ店舗であるエキドンキを10月30日に開業した。訪日客にもご利用
いただくべく、需要の取り込みを計画しているところである。 

 

• 強みのある事業の市中展開については、まず宿泊特化型ホテルについて、天王寺と梅田
エリアで2017年開業に向けて準備を進めていく。SC業については、初めて市中でオープ
ンモール型のショッピングセンターを開発することとなり、吹田の社宅跡地で準備を進
めているところである。また、飲食業では、からふね屋珈琲の株式を取得しており、市
中展開のコンテンツとして活用していきたいと考えている。 
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• 次に、設備投資について、33ページをご覧いただきたい。 

 

• 上期の連結設備投資の実績はお示ししている通りであるが、今年度は、山陽新幹
線N700Aの投入や在来線の車両新製に関わる投資が多いことから、北陸新幹線関
連は減少するものの、連結ベースで2,310億円と昨年度を上回る水準を計画して
いる。現在、計画が順調に進んでいることから、その見込みは変更していない。 
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• 株主還元について、34ページをご覧いただきたい。 

 

• 2017年度に連結ベースでの｢自己資本総還元率３％程度｣を目指すという還元方針
を踏まえつつ、2015年度は、通期見通しを上方修正していることを踏まえ、期末
配当を１株当たり５円増額し、通期では135円とする予定である。 



• 最後に、本日申し上げた３つのトピックスに加え、新幹線、近畿圏などの
事業戦略を中心に、中計で掲げた目標の達成に向けて、努力してまいりた
いと考えている。安全性向上と企業価値向上に資する結果を出してまいり
たい。  

 

• 私からのご説明は以上である。 
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